
施策・基本事業評価表

平成 23 年 4 月 15 日

基本目標No． 基本目標名

施策Ｎｏ． 施　策　名

主管課名 主管課長名

関係課名
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・安全で新鮮な地場産食材を積極的に購入します。
・事業者は、農地を守り安全で安心な農作物を提供します。

・農業生産基盤の機能維持確保と農業経営の安定化を図ります。
・農業の担い手や後継者育成と新規就農者の支援を行います。
・「安全・安心」「高品質」な農産物の栽培とブランド化や地産地消を図ります。

・関係機関・団体（農協、土地改良区等）と連携して、農業の振興に努めます。

1 にぎわい、活力あるまち

・生産基盤の整備や生産の効率化が進み安定した農業経営が行われています。
・多様な農業の担い手が育っています。
・安全で安心な農産物が生産されブランド化も進んでいます。
・鳥獣被害や耕作放棄地が減り、農村が活性化しています。

総務課・環境安全課・都市計画課

施策の成果
向上に向け
ての住民と
行政との役
割分担や地
域等への期
待など

施策が目指
すすがた

4

農林水産課

農業の振興

内海　三佐雄

作成日

施策の成果
達成にあ
たっての現
状と課題

　水稲を中心として野菜、果樹等の園芸作物や畜産など多岐にわたる農業が営まれていますが、用水などの老
朽化や米価の下落、農業従事者の高齢化、後継者不足等が進行しています。
　中山間地域では農作物の鳥獣被害の拡大も相まって、農村機能の低下や耕作放棄地の増加が進んでいま
す。
　また、近年、消費者の食に対する「安全・安心」、「品質」等に対する意識が高まっています。
　このため、基幹水利施設の適切な維持管理や鳥獣被害対策を行っていく必要があります。
　また、農地の集積や安全・安心な農産物のブランド化などを進めながら経営の安定化を図り、担い手を育成して
いく必要があります。
　さらに、戸別所得補償制度など農政の変化にも的確な対応が求められています。
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米の１等米比率 ％ 97.5
95以上

基幹農業施設の老朽化に伴い施設の長寿命化を図り安定した機能確保に努めます。

中山間地域の農地、農村等の機能を維持するため、集落による活動等に対し、交付金
を交付します。

サル、イノシシなど鳥獣による農作物被害の防止対策を進める。

45.0

地域農業の担い手となる農家等への農地の集積を促進します。

基本事業名① 事業内容（活動内容）

①に属する代表的な事務事業

老朽化している基幹水利施設の長寿命化を図り農業生産基盤の適切な機能確保に
努めます。また、農地の利用集積の推進など農業経営の効率化と安定化を図ります。

事業内容（活動内容）

農業生産基盤の整備
強化

元気な中山間地域づくり支援事業

％

農協などと連携して、優れた経営能力を持つ認定農業者や新規就農者等の育成、そ
の経営の基盤となる農業用機械等の整備を推進します。また、里山整備など鳥獣被害
対策や中山間地の環境整備を行います。

32年度
（最終目標値）

24年度 25年度 26年度

担い手による農地利用集積率

認定農業者数（法人含む）

土地改良施設の適正な維持管理と共に計画的な改修を進めます。

事業内容（活動内容）

地産地消事業

50.9

農業経営基盤の整備
強化と担い手育成

土地改良事業

農業農村整備事業

②に属する代表的な事務事業

農地流動化促進対策事業

農商工連携促進事業

成果指標名

基本事業名②

農業後継者育成事業

鳥獣被害対策事業

基本事業①の目的
【意図】

成果指標名

里山整備面積

70

25年度

成果指標名 単位

農産物ブランド化推進事業
りんご、梨、ぶどう等のブランド力の高い農産物を牽引として、新たな「魚津ブランド」の
開発に対し支援します。

70.0

環境にやさしい農業推進事業

基本事業名③

農産物のブランド化推
進

③に属する代表的な事務事業

事業内容（活動内容）

「安全・安心」「高品質」等の消費者ニーズに即した農産物栽培を基本として、農産物
のブランド化や地産地消を推進します。また、生産者と消費者との交流や情報発信を
行います。

21年度
実績 27年度

（中間目標値）
22年度 23年度

48.0 51.0

21年度
実績

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 23年度 26年度24年度 32年度
（最終目標値）

経営体育成支援事業

事業内容（活動内容）

認定就農者が技術、経営能力等の向上や営農開始のための設備整備に要する経費を
支援します。

新規就農者、意欲ある経営体、集落営農組織など多様な経営体が経営規模の拡大や
経営の多角化を図っていくために必要な農業用機械の整備等に要する経費を支援しま
す。

地場産食材をほぼ毎日
使っている人の割合

－％
34.1

40.0
34.1

39.0

70

95以上
95以上

事業内容（活動内容）

24年度

65人
66 67

27年度
（中間目標値）

68 69 70

地域の資源を活用し、農業者と商・工業の連携による商品開発、販路拡大等を支援しま
す。

60

150135
130

32年度
（最終目標値）

27年度
（中間目標値）

21年度
実績

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 23年度 25年度 26年度

基本事業③の目的
【意図】

安全で安心な農産物が生産されブランド化も進んでいる。

90
150

消費者が安全で安心な地元農産物を購入できるよう、流通、販売システム等を整備しま
す。

70 80
100

生産基盤の整備や生産の効率化が進み安定した農業経営が行われている。

基本事業②の目的
【意図】

多様な農業の担い手が育っている。鳥獣被害や耕作放棄地が減り、農村が活性化して
いる。

単位
目標値（上段）及び実績値（下段）

60.043.3

50

45.0

ｈa 37
50
66

単位

54.0 57.0

36.0 37.0 38.0

95以上 95以上

125

安全で安心な米づくりを促進するため、有機質材使用や化学肥料を使用しない土づくり
に対し支援します。

エコファーマー認定数 107人
110
123

施策の成果
達成にあ

たって優先
的に取り組
むべき主な

取組み

95以上
63.0

95以上

115 120
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行政経営戦
略会議指示

事項

単位

本数

千円

時間

千円

千円

部会評価のとおり推進すること。
（山間地の自然を売り込む米のブランド化などを検討すること。）

部会評価
（協議結果、
今後の方針
及び課題等
について記

載）

※今後の施策の方向性※ 維持

　水資源の涵養、自然環境の保全や災害の防止などの多面的な機能を有する農業用施設等については、経年
劣化が著しく計画的な維持補修が必要となっている。
　また、中山間地域における農業経営の健全化、安定化を図るため、サル、イノシシなどによる農作物被害の防
止対策を行わなければならない。
　さらに、認定農業者やエコファーマーなど安全安心な農産物の生産にとり組む農業者を育てていく必要がある。
そして、「安全・安心」「高品質」な農産物を魚津の特産品としてブランド化し推奨していかなければならない。

２．施策の成果実績に結びついているこれまでの主な取り組み（事務事業）の総括

22年度の
評価結果
（基本事業
の成果を考
慮し記載）

食料自給率向上は国策課題であり、消費者の食の安全性や地産地消に対する関心はいっそう高いものとなって
いる。また、農地が果たしている保水能力など多面的機能の認識度は上がってきている。このため、農地を保全
するとともに農地の集約化を推進し、効率的な経営を行いうる基盤整備が必要である。

【農業生産基盤の整備強化】
　農業用排水、農道、圃場等の老朽化が著しいものとなっている。また、担い手農家の農業経営の安定化と効率
化が喫緊の課題である。そのため、、土地改良施設や農業用施設の計画的な管理改修に取り組むとともに、担い
手農家への農地の集積に取り組む必要がある。
【農業経営基盤の整備強化と担い手育成】
　新規就農者や認定農業者の育成が課題であり、経営体が経営規模の拡大や経営の多角化のための施設整備
等に要する経費を支援する経営体育成支援事業や農業後継者育成事業に取り組む必要がある。
　中山間地域における用水の補修や有害鳥獣・耕作放棄地対策が大きな課題となっており、中山間地域づくり支
援事業に取り組んでいく必要がある。
【農産物のブランド化推進】
　消費者ニーズに即した「安全・安心」「高品質」な農産物栽培が求められていることから、減農薬、減化学肥料に
よる環境にやさしい農業を推進するとともに、エコファーマー認定など魚津産農産物の付加価値を高めブランド化
を図る必要がある。

認定農業者数は微増だが、集落営農組織や大規模農業者など担い手への農地の集積は年々増加しており農業
経営の安定化に寄与している。また、認定農業者の中には世代交代による認定者も出てきた。「安全・安心」「高
品質」等の消費者ニーズに応えるエコファーマーの認定数も増加している。

ア．成果水準の推移（成果水準がここ数年どのように推移しているかを中心に記述）

イ．近隣他市との比較（成果水準が近隣他市と比較してどうであるかを中心に記述）

認定農業者数は、平成22年度末で、魚津市 65（±0） 滑川市 64（-1） 黒部市　97（±0） 入善町 120（+1） 朝日
町 50（+1） となっている。
また、エコファーマーの認定数は、平成22年度末で、魚津市 124 滑川市 17 黒部市　32 入善町 27 朝日町 16
となっている。

効率性
指　標

施策の
トータル
コ ス ト

0

0

0

0

0

対象（受益者）１単位あたり、若しくは市民１人あたりの施策の

Ｆ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

Ｅ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｄ）

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

Ｃ．事務事業に要する年間総時間

Ｄ．人件費　（Ｃ×１時間あたりの平均人件費）

0

0
　同　　　上

　同　　　上

円

円

Ｇ．人件費　（定義式　：　Ｄ／人口 ）

円

0

0

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景（近隣他市や以前との比較、特徴、その要因と考えられること）

区　　　　　分 22年度実績

ウ．住民期待水準との比較（成果水準が住民が期待していると思われる水準と比較してどうであるかを中心に記述）

0

23年度実績

　（ここ数年の間、施策及び基本事業の成果向上に貢献してきた主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

26年度実績21年度実績 25年度実績２4年度実績

・農地の集積として農地流動化促進対策事業の推進
・生産基盤の強化・改善として土地改良事業や営農組合等の施設整備助成
・消費者の安全・安心な食品ニーズに応えるため減農薬、減化学肥料の推進
・耕作放棄地、生産基盤強化対策として、中山間地直接支払いや農地・水・環境向上対策事業の導入

３．施策の課題認識及び２３年度の取り組み状況（予定）

　（２２年度末で残った課題、既に２３年度に取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）
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0 0
Ｈ．トータルコスト　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

円


